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序｢市場と国家+､ これ は現在進行中であるとともに古典的な問題である｡
それは1970年代に入 っ て新自由主義が台頭するの に伴 なっ て改め て イデオ ロ ギ ー 的にも利
害的にも鋭く衝突した 問題であり､ 経済学の 祖ス ミス 自由主義の 解釈問題まで引き起 こ し
た もの で ある ｡ それ はまた振り返っ てみ れば､ 一 方で ､ 欧釆の 資本主義の 生成 ､ 展 開､ 変
容の それぞれの 段階で 議論され てきた問題 であり､ 他方で ､ 後発国が欧米 の先進資本主義
の進出を受けてその 構造変革をせまられた時に抱えさせ られた 問題でもあっ た｡
欧釆に眼を向けて歴史的に見れば､ 国家の あり方は変わ っ て きて い る｡ 最初の近代資本
主義は重商主義国家の助 けを待 っ て成立するが (∫. ス チ ュ ア ー ト の経済学), 18世紀 にな
ると資本主義は自律的な再生産構造を持つ ようになり ､ 国家か らの 解放を要求する ｡ 国家
は所有権を中心とする自然法保護的国家に変わ る (A . ス ミス の 経済学)｡ だが19世紀には
資本主義の弊害を矯正するため に社会政策を遂行する国家が要求さ れて い く｡ 経済に対す
るその 国家介入の程度と質はさらに高ま っ て ､ 20世紀には恐慌を回避 して 完全雇用を実現
しようとする福祉 国家が出現する (ケイ ンズ の経済学)｡ そ して現在で はその 福祉国家が
批判 され ､ 市場利用 の経済政策が要求されるようにな っ た ｡ こ の 国家の ありかたの 変化 に
対応 して ､ 市場の構造も歴 史的 に変化 してきた ｡ 最初 は市場は経済循環を形成 しな い状態
で あ っ たが ､ 18 - 19世紀になると､ 資本所有と経営を 一 体化させ た古典的資本家が主体と
なる自由競争市場が成立する ｡ しか しそれは必然的 に所有と経営の 分離する大規模企業体
を生み ､ 20世紀になると市場 は寡占的市場 に変わ る ｡ 最近で はその 寡占的市場はさ らに 国
際的にも業際的にも高度に展開して い る ｡
次に眼を日本にや っ てみ る ｡ わが国の 資本主義は明治の 開国以来､ 国内市場 を十分 に発
展 させずに海外市場を求め て きた｡ その ため に国家は 軍事優先 ･ 基幹産業重視の 政策を
と っ てきた ｡ それは日中戦争と太平洋戦争で失敗す る｡ また戦前に 日本の資本主義は欧栄
の それと異なる性格を持つ こ とが知られ始め て い た ｡ 日本で は商品交換 の価値法則はその
ままでは安当 しない ｡ 文化的に 異なる 日本で の近代市民社会形成の 問題であ る｡ (なお日
本における市民社会の 問題 は20世紀の 文化 ･ 社会人類学 における ヨ ー ロ ッ パ の非 ヨ ー ロ ッ
パ 認識の 転換と連動する ｡) だが それは こ の段階で はまだ主と して 思想の なか で の 問題で
あり､ 非近代的な営利企業や 中央集権的国家と対立する姿勢が極立 っ て い た ｡ さて戦後に
なると､ 日本は都市の輸出工業を中心 に官民 一 体で高度成長を成功させ ､ 曲がりなりにも
国内市場を成立させて いく｡ だがそれは海外市場との 摩擦や国内における生活や地域､ 農
業や環境の 犠牲を伴うもの で あっ た｡
こうして歴史的に見ると､ 欧釆で も日本でも ｢ 市場と国家+ は対立して どちらかが優位
に たつ とともに､ 相互 に補完し浸透 してきて い る ｡ また これまで ｢市場と国家+ の 認識枠
組に入る ことの なか っ た地域や生活現場か ら小公共的で ､ さらには地球環境大 にまで つ な
がる問題が提起され､ 具体的な解決策が提案され実行されるようにな っ た｡ 新 しい 現代市
民社会の 生成である ｡ それは か つ て と は違 っ て ､ 生活者レ ベ ル での 実践と制度づくり0)間
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題である ｡ そしてそれ が営利企業の活動内容に影響を与え､ 同じ問題解決の ため に行政と
連携するまで に成熟して きて い る ｡
以上の こ とを ､ プ ロ ジ ェ ク ト参加者の 個別研究を参照 しながら､ こ の ｢ 序+で素描して
お きたか っ たが､ まだ準備が十分 にで きて い ない ｡ 本報告書で は参加者の個別研究が多少
ともつ ながりをもつ ように編成した ｡
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